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ポータル手法を用いたコミュニティーの形成の一考察
�コミュニティー�ポータルと南米ネットワークの連携を中心に�
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�、はじめに

��革命���������	
���� �
��������、情報通信�は、��世紀末から��世紀初頭に掛け急

激に進展し、コンピュータとデジタル通信ならびにインターネットの普及により世界規模のネット

ワーク社会が出現した。また、��革命により、国際社会では、金融市場や市場形態のグローバル

化が急速に進む一方で、南北間や地域社会で、デジタルデバイド、パソコンやインターネット関連

の普及格差などの新しい形態の格差を生み出した。パソコンとインターネットの普及は、多くの人々

をネットワークに参加させる機会を作り出し、地球の裏側でも容易に、かつ、安価にネットワーク

に参加する者同士が通信できる環境を創造した。このようなネットワーク社会の出現による新しい

国際社会の方向性として、ネットワークを介したコミュニティー形成とその拡大およびデジタルデ

バイドの解消問題を上げることができる。

本稿では、��革命が国際社会に及ぼす影響と国際社会の行方を明らかにする中で、ネットワー

ク上のコミュニティー形成手法とコミュニティーの事例ならびにネットワーク�コミュニティーに

よるデジタルデバイドの格差解消の可能性について考察する。

�、��革命とネットワーク社会の出現

�����革命によるネットワーク社会の出現

��革命とは情報と通信の技術革新を指し、�は�����	
�����情報�の略、�は�
�
��		����

�
�����通信�の略で、具体的には情報の「蓄積｣「伝送�伝達｣「処理」の技術の革新といえる｡

����年代初期から中ごろまでは、情報を取り扱うコンピュータと情報を伝達する通信の技術は、

それぞれの分野で独自に技術開発が進められてきた。����年代に入りコンピュータの利用が発達

してくると、コンピュータで処理した情報を遠隔地へ送りたいというニーズが高まり、情報を遠隔

地に送る手段としてネットワークを通じて伝送することが考案された。この時期に、図�－�に示

すようにコンピュータと通信の融合が始まり��、これまでにないコンピュータと通信を融合する技

術開発が進み、この結果、新しい情報処理技術が生み出され、今日の情報通信時代���時代�と

ネットワーク社会を築く基になった。

特に、インターネットの出現とコンピュータ��の大幅な低廉化��は、個人や企業におけるネット

ワーク利用の機会を著しく拡大し、ネットワーク社会を創造する刺激になった。インターネットは

世界の隅々から、政府機関や企業のみならず個人や家庭を含めて、誰でもが通信ネットワークへ容

易に参加できる環境と多くの人が参加できる環境を実現し、世界規模のネットワーク社会を築き上

げる手段になった。この世界規模のネットワーク社会の創造は、インターネットとパソコンの利用

と大衆化ならびに著しい普及によって実現したものといえる。インターネット利用者は、当初アメ
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リカを中心に拡大していたが����年代末より世界的な広がりを見せ、����年約�億�千万人か

ら����年約�億人へと�年の短い期間で倍増するほどの驚異的な増大を示し、ネットワーク社会

への参加者が急激に拡大している�図�－�参照�。さらに、インターネットによって創造された

ネットワーク社会では、ネットワーク上に接続されているコンピュータ同士をネットワーク経由で

極めて安価な通信料金で結ぶことができ、情報の交換における国と国の垣根を取り外したボーダー

レスの世界が誕生することとなり、世界のグローバル化を促進することになった。

コンピュータを通信ネットワークに接続し、情報交換できる環境は、��新しいビジネス空間、

��新しい情報交流の形態、��新しい産業、��世界のグローバル化、を起こし��世紀末から

��世紀初頭にかけ大きな社会変化をもたらすきっかけを作る要因になった。また、情報革命は格

差の拡大という新しい問題も引き起こすことにもなった。

図�－�ネットワーク社会の創造経過

��革命�情報と通信の技術革新�

通信とコンピュータの融合
コンピュータ
�パソコン�

低価格化と小型化

インターネットの出現
著しい普及

パソコンの著しい普及

大衆化

ネットワーク社会の出現
�����年代末�
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図�－� 世界のインターネット利用者の推移

���ネットワーク社会誕生による新しい社会変化

この新しく出現したネットワーク社会は、多くの活動領域で新しい変化をもたらし、世界規模で

多面的な交流網を創出している。生産や各種の活動は、世界を取り込んだネットワーク社会へ組み

込まれ、構造の変化を起こしている。��革命以前の産業時代には、情報料や通信料、輸送費が高

かったこと、系列意識が強かったことにより、縦割りの構造で統合されていた。情報や通信の価格

がほとんどゼロに近くなり��、かつ、ネットワークへ接続している者同士が系列や国境の垣根を越

えて容易に情報交換できる今日のネットワーク社会では、ネットワークを通じて横の関係が深まり

つつある。この横のネットワークは、ネットワーク上においてビジネスを行う新しい形態の市場��

を創造すると同時に、生産の目的を効率よく達成するために、生産の異なる役割を担う者の間で、

有機的に連携が図られ、新しい枠組みによるビジネス構造と生産構造を生み出す役割を果たしてい

る。すなわち、ネットワークを介した��時間のオンラインビジネスや下請け、供給元、流通業者､

研究所、教育機関、調査会社、コンサルタント会社、金融機関、政府機関や国際機関などが、役割

と必要に応じて生産や活動の枠組みに入り、各自がそれぞれ役割を果たす相互連携構造が小域規模

の小単位から世界規模の大きな単位の構造で生れている。この項では、先の�分野の社会変化の内､

本稿に関係の深い新しいビジネス空間と新しい情報交流に的を絞ることとする。

����������

����������

����������

����������

����������

	���������


���������

���､������

����

	�	�
�����

������	�	�

��
�������

単
位
‥
千

出所�
��『
��
��	年報告書�
���������� ���������� �����データ』
��、
��	より編集


���年 
���年 
��
年



����

ポータル手法を用いたコミュニティーの形成の一考察

図�－�ネットワーク社会と新しい社会変化

� 新しいビジネス空間の出現

ネットワーク社会に出現したサイバースペースという新しいビジネス空間は、インターネットを

通信手段にして世界規模のネットワーク上で、情報を閲覧したり、情報を入手したり、情報交換を

したり、情報や商品の売買ができるネットワーク上に形成された仮想空間で、異種メディア間のコ

ミュニケーション��の場であり、商取引媒体ともいえる。しかしながら、この仮想空間については､

目に見えない現実があり物理的には大変分かりにくいもので、どれが仮想空間で仮想空間の市場か

という特定ができない内容のものであるといえる。この新しい市場空間は、��革命によって出現

した最も特長のある社会現象といえる。インターネットとコンピュータの融合した当初は、コンピュー

タ間でデータの交換をすることが主目的であった。コンピュータの性能が増し、大衆にも手に届く

安価なパソコンが市場に出回り、企業や家庭内で多く利用されるようになると、パソコン単独で利

用�スタンドアロン型の利用形態�するための応用技術とネットワークを経由してパソコンを利用

�オンライン型の利用形態�する応用技術の研究開発が盛んに行われるようになった。すなわち、

従来のハードウエアとソフトウエアの開発の向上に加え、ネットワーク上に形成されたサイバース

ネットワーク会社の出現

世界のグローバル促進
新しい社会変化

インターネット�コンピュータを融合し
た応用ビジネス社会

グローバル市場
�グローバル経済市場
�グローバル金融市場

新しい格差問題
�デジタルデバイド�����

新しいビジネス空間
�サイバースペースと応用
�デジタル経済と社会

新しい情報交流形態
�コミュニティー
�モバイルの応用

新しい産業構造
�横社会の誕生
�バーチャルとリアル

新しい南北問題
�先進国とイスラム社会�

���
ホームページ
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ペースの利用に関る応用開発とインターネットの利用向上に関連するハードウエアとソフトウエア

の開発に勢力が注がれるようになり、これまでの産業になかった産業形態が誕生した。その主要な

事例として、オンラインによる取引の出現と大衆的な相互コミュニケーション環境の提供�インター

ネット接続事業やコミュニティー活動の支援事業など�、アメリカを中心に発展したドット�コム

企業とその生産産業やサービス産業などを上げることができる。

サイバースペースにおいてビジネスや情報交換を行うには、情報の公表や閲覧および情報の交換

ができる手段が必要になる。その手段として、�����������	
 ��
� ����ブラウザとい

う手法が開発され、ホームページという形で情報の発信が容易にできるようになった。ホームペー

ジを使うことによって大企業、小零細企業や個人を問わず、規模の大小に関係なく同じレベルで、

情報をネットワーク上に発信することができ、世界中の人に見てもらうことや情報交換することが

可能になる。この同じレベルで情報の発信が容易にできる環境が、インターネットの最大の特徴で

ある。

� 新しい情報交流の形態とコミュニティーの形成

これまでの情報交流、即ち、日常的に利用されてきたコミュニケーションの形態は、対面の会話､

電話と��	および手紙が主流を占めてきた。これらの通信手段は、情報交流と遠隔地との交流と

いう目的において、その場に居ないと情報交換が出来ない、同時に多くの人と情報交流が出来ない

など一長一短がある。

近年、ネットワーク社会において、図
－�に示すように、情報交流手段の主流を成すインター

ネットと情報交換を行う端末装置としてのパソコンの著しい普及およびネットワークの応用利用と

その開発が進んだことにより「コンピュータ�メディエイテッド�コミュニケーション｣�
�
�


������� ��
����
 
������������、コンピュータを介したコミュニケーション���と呼ば

れるコンピュータ同士で情報交流を行う世界ができ、
メールや電子掲示板など、新しい情報交流

の形態が生れた。この結果、
メールや電子掲示板などを介して情報交流や意見交換を行っていた､

特定の、あるいは不特定の多数の人々が、ネットワークを介して集まるようになり情報交流を行う

コミュニティーがネットワーク上で形成されるようになった。ネットワーク上にコミュニティーを

形成し情報交流�コミュニケーション�を行う形態を「コミュニティー�コミュニケーション」と

呼ぶこととし、この新しい情報交流形態が、今後、ネットワーク社会の情報交流の主流を成し、そ

の利用形態の開発と応用開発�アプリケーションなどの開発�の進化と共に発展し続けるものと予

測される。
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図�－� 新しい情報交流形態とコミュニティーの形成

�����革命と今後の国際社会の行方

��革命は、世界規模のネットワーク社会と新しいビジネス空間、新しい産業と新しい情報交流

形態ならびにボーダーレスのグローバルな世界を出現させ��世紀初頭の今日においても、止まる

ことなく、さらに進化しつつある。また、ネットワークや情報のアクセスへの格差や��を利用す

ることができる者とできない者の格差を生む新しい格差問題、いわゆる、デジタルデバイド��と呼

ばれる問題を起こし、格差解消について国際問題として取り上げられるようにもなった。さらには､

急速に進んだ世界システムにおけるグローバル化が、南北格差問題や先進諸国とイスラム諸国との

軋轢の問題にも発展し、今日の国際社会において大きな問題となっている。特に、アメリカおよび

アメリカと連携する先進諸国とそれ以外の第三世界を構成する開発途上国や後開発諸国ならびにイ

スラム世界との対立関係が生じつつある。

��世紀後半から始まった��革命と����年インターネットが大衆サービスとして利用され始

めて、世界的なネットワーク社会が誕生して��年にも満たない今日において、��革命の進化と

ネットワーク社会の進化は止まるところなく進みつつある。また、��革命によってもたらされた

社会変革は、�つに大別することができ、��ネットワーク社会の創造とその周辺の変革のように

��そのものの技術革新の結果生れ、多面的な展開がもたらされたものと、��グローバル化の進

コンピュータ同士の情報交換
の発達

新しい情報交流手法
��－メール
�電子掲示板
�ホームページ

コミュニティー形成
�ネットワーク上�

��世紀ネットワーク社会

コミュニティー�コミュケーション
の発達
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展による世界システムの変革やデジタルデバイドなどの格差問題など社会的な要素の変革に分ける

ことができる。

これからの国際社会の行方を考察するには、これらの異なる分野別に分け、今後の進展について

考察する必要がある。

� ��技術革新による国際社会の行方

��技術革新の元は、通信と情報�主としてコンピュータとその応用�の技術革新といえるが、

インターネットの出現と通信と情報技術の融合によるコンピュータ同士の情報交換とコンピュータ

の普及により、これまでの技術革新に加え、さらに、新しい変化と革新が多極的に起こり、新しい

進化を遂げつつある。��技術革新によって、今後も進化を遂げ社会の変革に影響を与える内容は､

極めて多様であるが、主として次の�項目を上げることができる。

�� ネットワークの高速化と応用技術の進化��通信ネットワークのブロードバンドによる高速

化と高速化を背景とした動画伝送などの応用技術の進化とサービスの多様化�例えば、電波を伝送

媒体としたテレビ放送のネットワークへの融合や高品質のテレビ電話の普及など�

�� サイバースペース応用の進化��これまでの応用技術に加え、サイバースペースを応用する

新しいアプリケーションの開発�例えば、高品質の音声認識によるキーボードレスのコミュニケー

ションや自動翻訳付マルチランゲージ対応コミュニケーションの出現など、コミュニケーション支

援アプリケーションの開発と進展�

技術的な観点から国際社会の行方を述べると、��ネットワークに、誰でもが参加でき、かつ、

容易に利用するためのアプリケーション開発が積極的に進められるようになると予測される。特に､

これまで企業の利潤追求で開発が比較的遅れている��を知らない者や��に触れられない者がネッ

トワークや��機器を操作できるマンマシンインターフェイスの開発、例えば、音声による入力と

読み上げ出力など、を上げることができる。��世界的なネットワーク社会とコミュニティーの形

成がさらに進展することが予測され、英語が主力であったコンピュータと��の世界からマルチラ

ンゲージ化が進むことから自動翻訳による多言語コミュニケーションの世界が進展するといえ、こ

のコミュニケーションを支援する高品質の自動翻訳�同時通訳的な翻訳機能�のアプリケーション

開発が進むことになる。��サイバースペースの応用が進むことから���ブラウザの利用技術と

情報発信	閲覧技術の進化、ならびに���ブラウザの連携を中心とした横社会の進展が予測され

る。

	 社会的要素の視点に立った国際社会の行方

��革命による社会変革として、主な諸相を上げると、これまでに述べたように��ネットワー

ク社会の創造、��世界のグローバル化とボーダーレス社会の進展、��世界システムの構造変化､
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��デジタルデバイドと新しい格差問題の発生、である。今後の国際社会において、これら四つの

諸相が主となり進展して行くことが予測され、新しいアプローチと問題解決が行われるであろう。

�� ネットワーク社会では、誰でもがネットワークに参加できる環境の整備が進むことが予測

され、前項で述べた技術的開発のほか、��関連の教育と機材提供が国際的な視点で推進されるで

あろう。ネットワーク�コミュニティーによるコミュニティー�コミュニケーションが、さらに進

展することが予測され、ネットワーク社会がますます拡大することになる。

�� グローバル化とボーダーレス社会の進展では、市場経済がアメリカを中心とする先進国主

導の市場主義が先行することにより、第三世界諸国と先進諸国間でグローバル化の是非論が激化す

ると予測され、国際社会において、その調整に長期間掛かることになる。一方、産業構造は、横社

会の展開が進み、多くの企業の調達や製造拠点の展開では、国と国の境がなく、あるいは、企業系

列に関係なく連携や購買�調達が進むであろう。

	� 世界システムの構造変化では、��産業の世界的な分業化が進み、アメリカが企画、アジ

ア諸国、特に、インドのソフトウエア、中国�台湾の生産拠点化の産業連携の構造、いわゆる、世

界規模での産業の分業化がさらに進展するものと予測される。また、インドや中国�台湾の優秀な

ソフトウエア開発技術者は、欧米へ出稼ぎに出かける機会が増し、ハイテク産業に携わる技術労働

者の出稼ぎ移動が増えると予測される。しかし、人材の供給には限度があり、先進国の間で人材確

保の競争が、さらに激化するであろう。

�� デジタルデバイドと新しい格差問題に関しては、����年アメリカ商務省報告書にてデジ

タルデバイドという格差問題が指摘され、����年の
－�沖縄サミットにおいて問題提起された｡

アメリカを中心とする先進諸国と開発途上国間の格差、同じ国内における地域間格差が指摘されて

おり、国際的な問題として取り上げられ、格差解消に先進国と開発途上国、国際諸機関が取り組ん

でいる。この問題の解決には長期間を必要とし、今後の国際社会の解決すべき主要テーマとして、

世界諸国ならびに国際諸機関が連携して格差解消に努力が払われる。

�、��による格差問題と解消手法の考察

�����の普及格差とデジタルデバイド

��の����年における地域別普及状況を表	－�に示す。この表から明らかなように北米諸国､

ヨーロッパ諸国の普及は、他の地域に較べて極めて進んでいて、アフリカ諸国が遅れていることが

わかる。技術革新が著しいアジア�大洋州諸国地域は、ラテンアメリカ�カリブ諸国、アラブ諸国､

南アジア諸国、アフリカ諸国より進んでいる。ラテンアメリカ�カリブ諸国の普及状況はアラブ諸

国と同程度で、北米、アジア�大洋州諸国よりかなり遅れている状況にあるといえる。インターネッ

ト利用者の普及状況と�	�パーソナルコンピュータ�の普及傾向と普及度合いは同じ傾向にある｡
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この表から明らかなことは、アメリカを中心とする先進諸国とその他の国の間で格差があることを

表している。この格差は、｢富める国と富めない国｣「教育の程度と人間の資質｣「知る者と知らな

い者」によって格差が生じているといえる。

デジタルデバイド�情報格差�は、主にネットワーク社会とインターネットのアクセスおよびコ

ンピュータ�パソコン�に関して、｢アクセスできるかできないか｣「持つか持たないか」の差を称

している。欧米諸国や日本においてもデジタルデバイドが存在する。至近の例を上げると、日本の

��歳を過ぎた高齢者や主婦層の中でパソコンを使えない人、インターネットやブロードバンドを

知らない人や関係ないと持っている人が沢山存在することは良く知られている。前章で述べたよう

に、デジタルデバイドの解消や��格差の解消に向けて国際諸機関や多くの国で努力されていて、

国際的な問題となっている。

表�－� 情報通信技術の地域別普及状況

アフリカ諸国
アラブ諸国
南アジア諸国
アジア�大洋州諸国
ラテンアメリカ�カリブ諸国
ヨーロッパ諸国
北米諸国

アフリカ諸国
アラブ諸国
南アジア諸国
アジア�大洋州諸国
ラテンアメリカ�カリブ諸国
ヨーロッパ諸国
北米諸国

アフリカ諸国
アラブ諸国
南アジア諸国
アジア�大洋州諸国
ラテンアメリカ�カリブ諸国
ヨーロッパ諸国
北米諸国

全世界

地 域

地 域

地 域

全世界

全世界

インターネットホスト インターネット利用者

��普及率 電話普及率

携帯電話普及率 電話に対する携帯電話普及率
普及率��千人当り�
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���日本のデジタルデバイドの現状

� インターネット利用率

インターネットの利用率の視点から格差を見ると、利用者の年齢、性別、都市規模、年収によっ

て格差が存在している。年齢別の利用率では、若年層と高齢者の利用率の格差が大きい。��歳未

満では、いずれの年代層でも���以上の利用率であるが、��歳以上では�����で利用率は大幅

に減少する。また、��歳台では�����で、���	
歳までの�����以上に較べ利用率はかなり低

い。性別では男性が�����、女性が���
�と格差がある。地域格差については、都市別に見て政

令都市、県庁所在地などの主要都市部で�����、他の都市部�����、町�村部�����と都市規

模が小さくなるほど利用率が低下している。収入別では表�－�に示すように年収の多い層ほど利

用率が高い�
。

表�－� 世帯主年収別インターネット利用率

� インターネット未利用者の利用障害

インターネットの未利用者の多くは、前項で述べたごとく高齢者層に多い。インターネット未利

用者の利用しない理由の多くは�	利用する必要がない
�����
、�	パソコン等の機器操作が

困難
���	�
、�	機器が高価
�����	と答えている者が多い。利用拡大には、この調査結果

から分かるように、インターネットの便利さを実感できるアプリケーションやコンテンツの実現、

使いやすい端末の開発が必要とされる。また、パソコンからインターネットを利用しない多くの人

は、利用が難しい理由として、｢専門用語が難しい｣
	����
、｢説明書を読むのが面倒｣
	����
､

｢文字入力が難しい｣
�����	などを上げている。未利用者が利用したい端末装置として望んで

いることは、｢設定が簡単であること｣
		���
、｢すぐに操作に慣れること」�����と、利用開

始当初の分かりやすさを求めるものが多い。入力方法として望まれることは、｢音声入力｣
����

�
、｢タッチパネル｣
�����
、｢リモコンなどの限られる数のボタン装置｣
�����	であり、

簡単なマンマシン�インターフェイスが求められている��
。

���格差の解消策

格差の要因は、前項で述べたように「富める国�者
と富めない国
者
｣「教育の程度と人間の資

質｣「知る者と知らない者」の�つを上げることができる。この要因を基に解消策を考察すると�


富の向上、�	��にアクセスすることができるように教育の実施、の�つの施策を上げることが

平成��年末

平成��年末

����万円未満 ������� ������� ������� ��������� �����万円以上※

�	
�

�	
�

�	
�

	�
�

��
�

	�
�

	�
�

��
�

	�
�

��
	

	�
�
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�


�	【世帯主年収別】


出典	総務省「通信利用動向調査」
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できる｡

世界諸国を����諸国と開発途上国に分けると、����先進国が��カ国、この内高所得先進国

が��カ国ある。開発途上国が	��カ国、後開発途上国が��カ国、中�東欧��
�諸国が��ヶ国


内�カ国 ����諸国に再掲されている�		�で、全部で�	�ヶ国��ある。全体に占める高所得����

諸国は	����と少なく、他は富めない国に属するといえ、
�普及の低い国に属するといえる。格

差解消は、国策レベルの広義の解消対策と個人レベルや地域レベルの狭義の解消対策に分け考える

必要がある。富の少ない国では、経済成長を促し、国策として格差是正のための社会投資や人間の

資質改善のための教育環境を整える必要がある。

個人レベルや地域レベルの狭義の解消対策は、インターネットやネットワーク社会にアクセスで

きるよう教育を行うことやネットワーク社会に興味を持たせる施策の遂行が必要である。

���ネットワーク�コミュニティーによる格差解消

この項では、狭義の格差解消策としてネットワーク�コミュニティーによる格差解消の可能性に

ついて考察する。
�弱者と呼ばれる人を分類すると、インターネットやパソコンに触ったことが

なく無知識な人、触ることが面倒で覚えない人、アクセスしたいけれども所得が少なく手段が得ら

れない人、の�つのパターンに分類することができる。所得が少なく手段が得られない人に付いて

は、公的な機関で支援することによりインターネットへのアクセスやネットワーク社会に参加する

環境を整えることで解決策がある。しかし、無知識な人や触ることが面倒で覚えない人については､

教育の機会を与えるとしても参加させることに大変苦労するであろう。この人については、ネット

ワーク社会に興味を持たせ、アクセス行動を起こすような環境を整えることが必要といえる。今日

の
�教育では、パソコンの操作方法を教えることが中心で、興味を沸かせる教育環境が整ってい

ないといえる。

人それぞれには、興味を持つ何がしかの対象物があるはずで、この興味の対象物をネットワーク

上のコミュニティーで提供するか入手できる仕掛けができれば、ネットワークへの参加とインター

ネットへアクセスする行動を起こす動機付けができるであろう。このようにネットワーク上のコミュ

ニティーによって、その内容如何によって格差解消の可能性を見出すことができる。

�、格差解消を目的としたコミュニティーの形成

現在、ネットワーク上に構築される多くのコミュニティーは、ビジネスを目的としたものがほと

んどである。存在する多くのコミュニティーでは、コミュニティーを主宰する側の事業戦略推進の

手段として、コミュニティー内のコミュニケーションを通じて情報を収集し、マーケティングに活

用するとか、商品やコンテンツなどの販売あるいは会費を徴収するなどのビジネス行為を主たる目

的として構築されている。
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本稿で考察するコミュニティーは、商行為とは異なる、主として、情報格差�デジタルデバイド

の解消を目的としたネットワーク�コミュニティーの形成の可能性を追及するものであって、これ

までのコミュニティーの活用形態とは異なる新しい発想のコミュニティーを実現しようとするもの

である｡ バリアフリーという言葉は古いかもしれないが目的を想定して新しい発想のコミュニティー

をバリアフリー�コミュニティーと呼ぶこととする。

��� コミュニティーの形態

� 一般的なネットワーク�コミュニティーの定義

これまでのネットワーク�コミュニティーは、次の�つのカテゴリーで定義���付けられ、コミュ

ニティーが主宰され運営されているといえる。

��人が集まるグループであること

��社会的交流を共有していること

��メンバー同士または他のメンバーと共通の結びつきを持つこと�帰属意識の共有�

��最低でも一定時間同じ場所にいること

コミュニティーを開き、運用する以上は、人が集まることは必須条件といえる。さらに、集まっ

た人々がコミュニティーを介してコミュニケーションを行う必要がある。コミュニティーに集まっ

た人々がコミュニケーションを始めるきっかけを作るための仕掛けとして、共通の話題性�属性で

もよい�を持った人々の交流を促進する必要がある。そのためには、社会的交流を共有している人

の集まったコミュニティーが形成されることが望ましい。コミュニケーションを活発にするために

共通の結びつきを持つこと�帰属意識や仲間意識�は重要なことといえる。

� バリアフリー�コミュニティーの定義

バリアフリー�コミュニティーの狙いは、デジタルデバイドや格差の解消を目的として構築する

コミュニティーであるため、一般的なコミュニティー構築の定義に加え、	
弱者を参加させ引き

付けるために、次の定義が必要条件になる。

��日常生活にコミュニティーの必要性を持たせる�日常生活とコミュニティーの融合�

��日常生活やライフワークの夢や希望が追求できる仕掛けを持つ�アクティブにアクセスする

環境つくり�

��コミュニティーへの参加意欲を沸かせる能動的な仕掛けを持つ

��	
弱者に優しい環境を持つ

インターネットの未利用者の利用しない要因は、前章の検証で述べたように「利用する必要がな

い」���と回答している者が一番多い。これは、現在のインターネットビジネスのターゲットと
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して、企業の利益追求が主流となっていて利用するアプリケーションやコンテンツの提供内容が充

実していないことが大きな原因といえる。ネットワーク�コミュニティーが生活の必需品になれば

｢利用する必要がない」と答えた人も、コミュニティーに参加し、ネットワーク社会人間の一員に

なることは間違いない。

二番目の定義については、��歳台の約���がインターネットの未利用者になっている、これら

の年齢層では、働き盛りを過ぎ、次のライフワークを考える時期に入ると予想でき、第二次のライ

フを過ごす時期として、これを支援できる環境をコミュニティーで実現できるように配慮すること

により、未利用者の利用者への転換促進になることが予想される。

三番の定義は、コミュニティーが面白い、楽しい、わ
�

く
�

わ
�

く
�

するなどの、コミュニティーへ参加

する興味を持たせる仕掛けを持つことである。これは、一般的なコミュニティーの構築においても

当てはまることといえる。また、格差の開いている中に入ることには躊躇される場合が想定され、

これを取り除く仕掛けとして、同じような自分の仲間を集め容易に自分流のコミュニティーが開け

る環境を提供する必要もある。

四番目の定義は、インターネット未利用者の内パソコン等機器操作が困難と回答している者が

�����存在する。また、高齢者の約	��は未利用者で、これらの層で、ほとんどの人はパソコン

等機器操作が困難と想定される。これらの人が参加できる環境�優しく教える。機器操作が容易な

マンマシン�インターフェイスの提供など�を創り出す仕掛けが必要である。これらの定義を通じ

ていえることは、��弱者やインターネット未利用者にもっと注目し、これらの人が参加できる、

あるいは、興味を持つような環境作りが必要といえ、バリアフリー�コミュニティーがその可能性

を持つものと思慮される。図�－	参照。

図�－� バリアフリー�コミュニティーの形成

��弱者
インターネットの必要性を

感じない人
インターネット
パソコン
知らない人

中高年
高齢者

コミュニティー参加促進
�、日常必需品化
�、ライフワーク支援
�、アクティブ�アクセス環境
�、��弱者に優しい環境

バリアフリー�コミュニティー
�ネットワーク�コミュニティー�

コミュニティー構築システム
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��� バリアフリー�コミュニティーと格差解消の可能性

前項でバリアフリー�コミュニティーの対象者とコミュニティーの定義が明らかになった。この

環境の実現は、コミュニティーを形成するシステムの構築時に、バリアフリー�コミュニティーを

形成する要件を含める必要がある。コミュニティーシステムの構築において、一般的なコミュニティー

形成手法が基盤となり、それに、バリアフリー環境が整う仕組みを組み合わせ構築することになる｡

バリアフリー�コミュニティー形成の�つの定義の実現は、大変難しいものといえる。人間のニー

ズは多種多様で、全てを満足させることは至難の業である。この環境実現には、�つの方向性があ

る。��技術のさらなる革新によって、一番目は、��弱者が最も求めている入出力端末装置の操

作性の改善�マンマシン�インターフェイスの改善、例えば、音声入力、読み上げ出力、インタラ

クティブ�対話型環境の実現、パソコンの設定フリーなど�、二番目は、バリアフリー�コミュニ

ティーの備えるべき要件の実現に適するアプリケーションの開発�例えば、高品質な遠隔診断の実

現、自己健康診断と簡単健康管理、バリアフリー�インフォマティクス、高齢社会に対応するアプ

リケーション、教育など	三番目は、提供する情報およびコンテンツの内容をニーズに合わせるこ

とと充実させることにある。一番目と二番目に付いては、今後の��の革新によるところが大であ

るが、目的の実現に適った現状で可能な手法を導入し、��弱者や必要性を感じない者のコミュニ

ティー参加を促進することは可能といえる。また、提供する情報やコンテンツに関しては、コミュ

ニティーに集められる人のニーズを把握し、ニーズに適合する情報�コンテンツは供給可能といえ

る。

バリアフリー�コミュニティーを構築し、��弱者や関心を持たない人に対するネットワーク社

会への参加を実現することは、提供する周辺環境整備によって可能といえる。

��� ポータルによるコミュニティー構築手法

ネットワーク�コミュニティーを構築する手法は各種あるが、ポータル方式で機能の改変やコミュ

ニティーの拡張を容易にできる構造とすることが望ましい。また、コミュニティーが簡単に構築で

きるよう配慮するべきである。また、コミュニティー活動やバリアフリー�コミュニティーに必要

な各種のアプリケーションを、��技術進化に合わせ改変できる構造を採用することにより長期に

わたり最新の機能を維持し利用できるコミュニティーサイトを実現する必要がある。

図�－
に示すように、コミュニティーを構築するポータルとコミュニティー活動の支援やバリ

アフリー�コミュニティーを実現するのに必要なアプリケーションやコンテンツがシステム外部と

の連携により改変と利用の選択が自由に行える構造を持ったシステムを構築することにより、目的

に適ったネットワーク�コミュニティーの構築が実現できる。
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図�－� ポータル手法によるコミュニティーの構築手法

�、ポータル手法によるコミュニティー試行モデルの考察

前章でネットワーク�コミュニティーおよびバリアフリー�コミュニティーの構築手法について

考察した。本項では、ネットワーク�コミュニティーの試行モデルに付いて検証する。試行コミュ

ニティー�モデルはラテンアメリカネット�コミュニティー��������	
��
�を創設するもので､

図�－�にポータル手法を用いて構築するモデル事例を示す。
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図�－� ラテンアメリカネット�コミュニティー構成図

このネットワーク�コミュニティーは大学の学生や三島市在住の市民が参加して設立されるもの

で、ラテンアメリカとスペイン語をキーにしてコミュニティーが形成される。当初スタート時のコ

ミュニティーは、ラテンアメリカネット�コミュニティー��������	
��
ドメイン�の下で三島

市在住の市民によるラテンアメリカ交流会、スペイン語社会人講座の受講者、大学のゼミ学生の�

つのコミュニティーに分けコミュニティー活動を開始する。

このコミュニティーのコンセプトは、ラテンアメリカ諸国やスペイン語圏との交流を目指すもの
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で、中南米とはインターネットを介してコミュニケーションを図る。活動の目標を持つため、具体

的な国際間の交流事例としてペルーのエンマニュエル施設のホームページをサイト内に開設し、現

地施設と当コミュニティーや日本のボランティア的支援者との情報ならびに人的交流を活発にする

よう配慮している。また、ペルーの施設は、孤児を収容し大人になるまで教育を行う活動や貧困者

を対象とした支援活動などを行っており、��弱者に対する格差解消の実験的モデルとしても良い

事例になるであろう。

さらに、このモデルでは、市民によるコミュニティーを形成しており、��弱者や中高年齢者の

コミュニティー活動への参加支援を行うことも考慮されていて、コミュニティーメンバーの支援で､

コミュニティーに参加しコミュニケーション活動を通して格差解消の検証も可能である。

コミュニティー活動や格差解消を支援する、アプリケーションやコンテンツについては、当初幾

つかのアプリケーション、例えば、掲示板、チャット、電子会議室やカレンダーやスケジューラー

などをグループウエアとしてコミュニティーサイトに搭載し検証を行う。さらに、実証実験を進め

ながら適宜検討を重ね、適するアプリケーションやコンテンツのあり方を究明し改変する計画とす

る。

コミュニティーを構築するシステムは、沖縄で開発中のコミュニティー機能と電子商取引をキー

コンセプトにした沖縄電子商取引およびコミュニティー基盤システムを活用している。このシステ

ムは、個人、同好会から大規模な団体、企業、市町村などの地方自治体の住民サービスなど、主宰

目的に応じて多面的にコミュニティーの構築ができ、かつ、コミュニティーを容易に拡張できる、

これまでにない新しい発想のコミュニティー構築に優れたシステムといえる。システムの稼動は、

当初����年��月試行稼動開始予定であったが、基本機能決定の遅れにより����年�月末ごろコ

ミュニティーサイトの開始が試行運用できる予定になっている。本来、本稿にコミュニティー稼動

後の実証実験内容と成果を発表する予定であったが、残念ながら、システム側の開発の都合により

次の機会に譲らなければならない状況になった。

�、おわりに

��世紀末から��世紀初頭に掛けての��革命によってネットワーク社会が出現し、社会の変革

が多面的に起こった。中でもインターネットとコンピュータ同士の情報交換は、地球規模のネット

ワーク社会を創造し、世界システムの構造変化や新しい��関連産業の創造と拡大、新しいビジネ

ス空間の創造など世界中に大きな影響を与えた。

インターネットとコンピュータ同士の情報交換の出現は、��サイバースペースという新しいビ

ジネス空間、��ネットワーク�コミュニティーという新しい情報交流の形態、��系列を問わな

い横社会の産業構造、を創造した。
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さらに、��革命は先進諸国と開発途上国間、同じ国内における地域格差、持てる者と持てない

者、などの間で新しい格差�デジタルデバイドなどの問題を生んだ。

��革命は、現在でも止まることなく進化し続けており、国際社会において色々な変革を起こす

ことが予想される。��革命による国際社会の行方として、先ず技術的な視点では、��ネットワー

クの高速化と応用技術の進化��ブロードバンドによる高速化と伝送の高速化によりテレビ放送のネッ

トワークへの融合や高品質のテレビ電話の普及など、��サイバースペース応用の進化��高品質音

声認識によるキーボードレスのコミュニケーションや自動翻訳付マルチランゲージ対応コミュニケー

ション、��ネットワークに誰でもが参加でき、容易に利用するためのアプリケーションの開発、

などが予測される。社会的要素の視点に立って国際社会の行方を考えると、��世界的なネットワー

ク社会とコミュニティー�コミュニケーションの進展、��グローバル化とボーダーレス社会の進

展、��世界システムの構造変化��横社会の創造と進化、労働人口の移動、��関連の生産の国際

的な分業化、	�デジタルデバイド�新しい格差の解消が進む、などが予想される。デジタルデバ

イドと新しい格差の解消が世界の国々や国際機関で推進される。

格差解消の新しい試みとして、本稿で取り上げたネットワーク�コミュニティーを活用する手法

がある。これまでネットワーク�コミュニティーはビジネスの手段として構築されてきたが、ネッ

トワーク�コミュニティーに��弱者や��から程遠い高齢者を参加させることにより格差解消を

図ることは可能である。この格差解消のためのコミュニティーを、バリアフリー�コミュニティー

と呼び、デジタルデバイド解消に必要なアプリケーションやコンテンツにアプローチできるサイト

を構築し、デジタルデバイドの解消を実現するもので、格差解消手法としては全く新しい発想の試

みである。実際に、沖縄で開発中のシステムを使い����年�月にポータル手法を用いてラテンア

メリカネット�コミュニティーを創設しデジタルデバイド解消の検証とポータル手法によるネット

ワーク�コミュニティーの開設する計画である。実証実験の結果は機会を見て発表することとした

い。

本稿で検証した結果では、ネットワーク�コミュニティーによりデジタルデバイドなどの格差解

消は可能といえる。実際にポータル手法を用いてバリアフリー�コミュニティーを立ち上げ実証実

験により検証する予定である。最後に、本稿の研究を進めるに当たってご指導いただいた���

	
�� 
��先生、	�
� ��� ���先生、�
�� ���
�氏、前川昌道氏に感謝の意を表したい。

�ふくい ちず�高崎経済大学経済学部非常勤講師
日本大学国際関係学部助教授�
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＜註＞
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�� コンピュータの小型化が進んで卓上型になったことと、価格が下がったことにより、家庭や多くの企業に浸

透するようになり、パーソナルコンピュータ�パソコン�と呼ばれるようになった。
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天文学的コストから ����年 �ドル � !�"にまで減少、����年 !�"あたりのコストは �ドルとなり前
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